
令和６年度 

筑波大学法科大学院 

[人文社会ビジネス科学学術院法曹専攻] 

（専門職学位課程）法学既修者コース 入学試験 

 

試 験 問 題 （民事法） 

（１２０分）  

 

 

受験番号 氏  名 

  

 

 

注意事項  

１） この問題冊子の表紙に、受験番号、氏名を記入してください。  

２） 答案用紙のそれぞれに、受験番号を記入してください。  

３） 試験開始の合図があるまで、この問題冊子を開かないでください。  

４） 試験開始後、この問題冊子が表紙を含めて５枚であることを確認してください。 

５） 筆記用具は、黒色または青色のペンを使用してください（ただし、インクがプラスチ

ック製消しゴムなどで消せないものに限ります。）。 

６） 下書きは、答案構成用紙または問題冊子の余白や裏面を適宜利用してください。  

７） 問題冊子は持ち帰ることができません。答案用紙とともに提出してください。  

８） 試験開始後３０分間、試験終了前１０分間は、退出できません。  

 

 

 



民法（配点１５０点） 

 

 下記の【第１問】および【第２問】に答えなさい。 

 

【第１問】（７５点）  

  

 以下の［事例］を読んで、下記の（１）および（２）に答えなさい。 

 

［事例］ 

 甲土地の所有者であり登記名義人でもあるＡは、将来、自身が老人ホームに入

居するときに必要となる資金を捻出するために、甲土地を売却することとした。 

 そこで２０２４年１０月１４日に、Ａは、子であるＢに対して、甲土地を時価

相当額である３０００万円またはそれを超える価格で売却すること、および、売

却した際に買主に登記名義を移転することを内容とする代理権を授与し、その

旨の委任状を作成した。 

 Ｂは自己の経営するＣ会社の資金繰りに苦慮しており、Ａが老人ホームに入

居する日まではまだ余裕があることから、甲土地の売却代金をいったんはＣ会

社の運営資金に流用してＣ会社の経営状態が改善してからＡに代金を渡せばよ

いと考えた。 

 ２０２５年１月１６日には、ＢはＡの代理人としてＤ会社との間で甲土地を

３０００万円で売却する契約を締結した。そして同月３１日にはＢに対して代

金全額が支払われ、同日にＤ会社への所有権移転登記がなされた。 

 Ｄ会社はＣ会社の取引先であるが、上記の契約当時、Ｃ会社に対して有する売

掛金債権の回収が滞っていた。Ｄ会社の代表取締役であるＥは、Ｂが売却代金を

Ａには渡さずにいったんはＣ会社の運営資金に流用することを知りつつ、Ｃ会

社の経営状態が改善すればＤ会社の売掛金債権が回収できるものと考えて、Ｄ

会社を代表して甲土地を購入したものである。 

 ２０２５年９月末になっても甲土地が売却されたとの報告がＢからＡになさ

れなかったことから、ＡはＢに対して、甲土地は不動産業者であるＦに買い取っ

てもらうこととすると述べた。そこでＢは、同年１０月５日に、甲土地をすでに

Ｄ会社に売却し登記も移転したこと、ならびに、売却代金をすべてＣ会社の運営

資金に流用しており、すぐには渡せないことをＡに白状した。Ａは自身の設立し

たＣ会社が倒産するよりはよいと考え、しばらくは静観することとした。 

 ２０２６年１月１４日にＡは死亡した。Ａの相続人は、子であるＢとＧの２名



である。Ｇは、Ａの相続財産にあまり関心がなかったことから、同年２月４日に

Ｄ会社への甲土地の売却を追認した。ところがＢは、同年１月末になって甲土地

の周辺に高速道路のインターチェンジが開設されることが決定されたことを受

けて甲土地の時価が４０００万円になったことから追認を拒絶した。そして、同

年２月２０日には、Ｂは、Ｄ会社に対して、甲土地の所有権移転登記の抹消登記

手続を求めた。 

 

 

（１）ＢのＤ会社に対する甲土地の所有権移転登記の抹消登記手続請求は認め

られるか。 （４０点） 

 

 

［事例（続き）］ 

Ｂの態度に腹を立てたＥは、２０２６年２月末をもってＤ会社とＣ会社との

取引を停止することとした。この時点でＤ会社はＣ会社に対して、弁済期が到来

した２００万円の売掛金債権を有していた。この売掛金債権は、同年１月１０日

にＤ会社が原料乙を売却したことによって発生したものであり、乙はＣ会社の

有する丙倉庫に保管されている。 

Ｃ会社は２０２５年１１月１０日に、丙倉庫内のすべての製品ならびに原料

を、金融業者ＨがＣ会社に対して有する弁済期を２０２６年２月１０日とする

２００万円の貸付金債権を担保するために、Ｈに譲渡担保の目的物として提供

し、占有改定により引き渡した。 

２０２６年３月２日にＤ会社は乙につき競売の申立てをした。これに対して、

Ｈが異議を唱えた。 

 

 

（２）Ｄ会社による競売の申立ては認められるか。Ｄ会社の申立ての根拠および

Ｈの異議の根拠をそれぞれ明確にして答えなさい。 

なお、民事執行法上の問題点については論じる必要はない。 （３５点） 

  



【第２問】（７５点）  

 

以下の［事例］を読んで、下記の【設問】に答えなさい。 

 

［事例］ 

 医師であるＹは、クリニックを開設するための物件を探していたところ、Ｘが

建築中であったマンションの一区画を購入しようと考え、２０２３年１月１０

日、Ｘとの交渉に入った。 

Ｙは、Ｘとの交渉の中で、クリニックとするためのスペースについて注文を出

したり、レイアウト図を交付するなどした。また、Ｙは、Ｘに電気容量の不足を

指摘し、Ｘが容量増加のための設計変更および施工をすることを容認していた。 

２０２３年７日１０日、Ｙは、自らの都合により、売買契約を結ぶに至らなか

った。 

 

 

【設問】 

ＸはＹに対し、いかなる請求ないし主張をすることができるか。理由を明確に

説明した上で、その当否を論じなさい。解答にあたっては、問題となり得る事実

を想定して論じること。 

 

 

  



民事訴訟法（配点５０点） 

 

以下の【設問】に答えなさい。 

 

【設問】 
（１） いわゆる「一部請求」の訴えは、認められるか。肯定説および否定説の

考えをそれぞれ検討したうえで、判例の考え方を説明せよ。 
 
 
 
 

（２） 前訴で一部請求（全体１０００万円、一部４００万円）の訴えとして審

理された結果、一部認容（２００万円）の判決が下され確定した場合、判

例の考え方によると、後訴で残部請求の訴えはどのように扱われることに

なるか。 
 
 
 
 

（３） 原告は実際生じた損害（１０００万円）の一部の額（６００万円）につ

き損害賠償請求の訴えを提起した。審理において、被告から過失相殺の抗

弁が出され、裁判所は、原告と被告の過失割合が２：３との心証を得た。 
判例の考え方によると、裁判所は、どのように判断するべきか。他の学

説では、どのように判断することになるか。 
  



 

令和６年度 

筑波大学法科大学院 

[人文社会ビジネス科学学術院法曹専攻] 

（専門職学位課程）法学既修者コース 入学試験 

 

試 験 問 題 （刑事法） 

（９０分）  

 

 

受験番号 氏  名 

  

 

 

注意事項  

１） この問題冊子の表紙に、受験番号、氏名を記入してください。  

２） 答案用紙のそれぞれに、受験番号を記入してください。  

３） 試験開始の合図があるまで、この問題冊子を開かないでください。  

４） 試験開始後、この問題冊子が表紙を含めて３枚であることを確認してください。 

５） 筆記用具は、黒色または青色のペンを使用してください（ただし、インクがプラスチ

ック製消しゴムなどで消せないものに限ります。）。 

６） 下書きは、答案構成用紙または問題冊子の余白や裏面を適宜利用してください。  

７） 問題冊子は持ち帰ることができません。答案用紙とともに提出してください。  

８） 試験開始後３０分間、試験終了前１０分間は、退出できません。  

 

 



刑法（配点１００点） 

以下の［事例］を読んで、甲および乙の罪責を論じなさい（特別法違反の点を

除く。）。 

 

［事例］ 

 甲は、動画共有サイトＹに自主制作の動画作品を投稿することで広告収入を

得ていたが、『過激な動画で、もっと再生回数を稼ぎたい』と考えた。そこ

で、甲は、清算前の商品を勝手に食べて後から会計することでレジ係が困惑す

る様子を撮影することを思い付き、幼馴染みの乙を自宅に呼び出すと、「一緒

にスーパーに行って、俺がいきなり売り場で生肉を食べ始める面白動画を撮影

してくれ。大丈夫、肉の代金は後で払うから、捕まったりしないよ。」と申し

向けた。乙は、どこが面白いのか理解できなかったが、『動画が話題になれ

ば、有名になれるかも知れない』と思い、協力を約束した。 

 甲は、乙と共に近所のＡスーパーマーケットＭ駅前店の肉売り場に赴くと、

ステーキ用牛肉を口に入れて飲み込んだ。すると、棚の陰から甲らの様子を見

ていた店員Ｂが、「お前ら、何をやっている。」と言って近づいてきた。甲が、

乙に対して「何とかしてくれ。」と言って助けを求めたところ、乙も、『捕まり

たくない』という一心でＢの胸ぐらをつかむと、一本背負いの要領でＢを投げ

飛ばした。これにより、Ｂが、頭部を強打して意識を失ったため、甲らは、慌

ててＡから逃げ出して甲宅に戻った。 

 しばらくして、甲は、覚醒剤が入っているように見せかけた袋を警察官の前

で落として逃走し警察官の反応を撮影することを思い付き、乙に協力を頼ん

だ。乙は、『乗りかかった船だ』と思い、協力を約束した。甲は、グラニュー

糖入りのポリ袋（以下「本件ポリ袋」という。）を用意すると、乙と共に近所

のＭ駅前交番に赴いたが、中に警察官がいるのを見て怖くなった乙が、「やっ

ぱり警察官が相手じゃ、やばいよ。今日はもう止めよう。」と言い出した。し

かし、甲が、「本物の覚醒剤じゃないから、大丈夫だ。」と言って取り合わなか

ったため、乙は、『撮影するふりをして、逃げよう』と決めた。 

 甲が交番に近づいていくと、乙は、物陰から撮影をするふりをして、密かに

その場から立ち去った。その直後、甲が、交番の目の前で本件ポリ袋を落とし

たところ、その形状等から覚醒剤事犯の容疑があると考えた警察官Ｃが、職務

質問を行おうと外に出た。すると、甲が本件ポリ袋を拾って走り出したため、

Ｃは、甲の後を追いかけた。すぐにＣに追い付かれ、その求めに応じて交番に

連行された甲は、駆け付けたＤら複数の警察官からの取調べを受けるなどし

て、覚醒剤を所持していなかったことが証明された。 



刑事訴訟法（配点５０点） 

 

次の［事例］を読んで、下記の【設問】に答えなさい。 

 

［事例］ 

 ２０２４年５月１０日、Ｔ県警察Ｕ警察署の司法警察員Ｋは、住居侵入、不

同意性交等致傷、強盗、窃盗の嫌疑でＡを逮捕した。Ｋは、Ａの性癖等を聴取

するため、同月１５日、Ａの交際相手Ｂを参考人として取り調べることとした。 

その結果、以下の①から③が明らかとなった。 

①２０２３年８月頃、Ａが、Ｂに対し、Ａが購入していたタブレット端末

（以下「本件タブレット」という。）を貸し出し、現在に至るまで、Ｂが、

本件タブレットを借り受けていた。 

②Ａは、自身が使用するＧ社のスマートフォン（以下「Ａスマホ」という。）

に設定したアカウント（以下「本件アカウント」という。）を、本件タブ

レットにも同期する設定をしていた。その結果、Ａスマホと本件タブレ

ットは、検索履歴を相互に閲覧できる状態となっていたが、２０２３年

８月時点ではＡもＢも、このことには気付いていなかった。 

③２０２４年４月頃、Ａは、Ｂが本件タブレットを使って、Ａスマホから

の検索履歴を閲覧しているのではないかとの疑念を抱いたが、本件タブ

レットをＢから取り返すなどせず、そのまま使用させていた。 

 Ｋは、Ｂの取調べの中で、本件タブレットから本件アカウントに係るインタ

ーネットの検索履歴（以下「本件検索履歴」という。）を閲覧することができ、

その中には、風俗店の検索や、知らない女性の名前の検索が含まれていること

を把握した。そこで、Ｋは、Ｂの承諾を得て、複数日にわたり、同人から本件

タブレットを借り受け、本件タブレットからインターネットに接続し、本件ア

カウントに係るＧ社のサーバーにアクセスした上、本件検索履歴を網羅的に閲

覧し、２０２３年８月３０日から２０２４年５月２６日現在までの間の本件検

索履歴のすべてを写真撮影した（以下「本件閲覧捜査」という。）。 

 

 

【設問】 

本件閲覧捜査の適法性について論じなさい。 

 

  



 

令和６年度 

筑波大学法科大学院 

[人文社会ビジネス科学学術院法曹専攻] 

（専門職学位課程）法学既修者コース 入学試験 

 

試 験 問 題 （公法） 

（６０分）  

 

 

受験番号 氏  名 

  

 

 

注意事項  

１） この問題冊子の表紙に、受験番号、氏名を記入してください。  

２） 答案用紙のそれぞれに、受験番号を記入してください。  

３） 試験開始の合図があるまで、この問題冊子を開かないでください。  

４） 試験開始後、この問題冊子が表紙を含めて２枚であることを確認してください。 

５） 筆記用具は、黒色または青色のペンを使用してください（ただし、インクがプラスチ

ック製消しゴムなどで消せないものに限ります。）。 

６） 下書きは、答案構成用紙または問題冊子の余白や裏面を適宜利用してください。  

７） 問題冊子は持ち帰ることができません。答案用紙とともに提出してください。  

８） 試験開始後３０分間、試験終了前１０分間は、退出できません。  

 

 



憲法（配点１００点） 

 

 以下の［事例］を読んで、下記の【設問】に答えなさい。 

 

［事例］ 

Ｃ市市長Ａについては、かねてから公共事業をめぐる地元企業Ｂ社との「癒着」

の疑惑が噂されていた。地元紙「Ｄ新聞」を刊行するＤ新聞社の記者Ｅは、上記

疑惑につき取材してきたが、その過程で、Ｂ社の元社員のＦが贈賄に関与したと

の情報を得た。当初Ｆは、自らに嫌疑が及ぶのをおそれ、Ｅによる取材に応じよ

うとしなかったが、Ｆを含むＢ社の社員や元社員の氏名その他具体的に誰なの

かを特定し得る情報は一切記事には記載せず、かつ、取材中の音声を記録したＩ

Ｃレコーダー（以下「本件レコーダー」という。）の録音データは複製せずに記

事掲載後に消去するとの条件で、ようやく取材・録音に応じた。この取材にもと

づく、Ｂ社からＡへの贈賄を報じる記事が、２０２＊年６月２７日のＤ新聞朝刊

１面トップに大々的に掲載された。 

その後Ｐ県警は、ＥをはじめとするＤ新聞社関係者に任意聴取を行った。その

過程でＰ県警は、Ｄ新聞社が保管していた本件レコーダーが事件の全容解明に

不可欠と判断したが、Ｄ新聞社は「取材の自由」を理由に、当時未だ上記録音デ

ータが消去されずにＤ新聞社に保管されていた本件レコーダーの提出を拒んだ。 

そこでＰ県警は、本件レコーダーを差し押さえるため、管轄裁判所の裁判官に

捜索差押許可状を請求したところ、同裁判官が許可状を発付したため、Ｐ県警は

本件レコーダーを差し押さえた（以下「本件差押え」という。）。 

 

 

【設問】 

上記［事例］における本件レコーダーの本件差押えの合憲性につき、これまで

の最高裁判所の判例（判決または決定の年月日を書く必要はなく、本問解答のた

めの必要に応じて、事案の概要や判旨に言及すれば足りる。）に沿って判断した

場合、どのような結論へと至るかにつき、検討しなさい。 

 

 

 


